
東北３県の受信環境整備デジタル化対策スケジュール

要対策世帯数
（数値は８月末）

※内訳は次ページのとおり
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新たな難視
(暫定衛星対策を除く) 約０．６万世帯

暫定衛星対策 約１．３万世帯

辺地共聴 約０．３万世帯（61施設)

受信障害
対策共聴 約０．３万世帯(34施設)

集合住宅共聴 約０．０５万世帯（60施設）

戸建て住宅 約０．５万世帯

チューナー支援
申込に応じ支援を実施
（既申込分（ＮＨＫ全額免除：4.3万件、
非課税：0.3万件）はほぼ支援完了済）
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予備対策期間

申告により、難視が判明した
世帯に衛星対策を実施

送信対策、共同受信施設の新設、ＣＡＴＶへの加入、
高利得アンテナのいずれかの恒久対策を実施

新たな難視地区において恒久対策
を実施されるまでの間、衛星対策を
実施

難視聴を解消するため設置された共同受信施設のデジタル化

ビル影等の影響により設置された共同受信施設のデジタル化

アパート・マンション等における共同受信施設のデジタル化

設置アンテナの方向等を調整

ＮＨＫ放送受信料全額免除世帯、又は、市町村民税非課税世帯への
簡易チューナーの無償給付等

別紙１



東北３県のデジタル化要対策世帯数（８月末現在の対策残数）

○ 東日本大震災による被害とアナログ停波が２３年７月２４日から２４年３月３１日へ延期になったことに伴い、

要対策世帯の見直しを行った結果、８月末現在の対策残数は以下のとおり

○ これらについては、年内(１２月まで)目途に対策を完了することで取り組み中

受信環境整備の対策別内訳

合計
新たな 暫定衛星 受信障害 集合住宅 戸建て

辺地共聴
難視 対策 対策共聴 共聴 住宅

東北３県

３．０万 ０．６万 １．３万 ０．３万 ０．３万 ０．０５万 ０．５万

（６１施設） （３４施設） （６０施設）

1.2万 0.2万 0.3万 0.2万 完了 完了 0.4万
岩手県

（43施設）

0.8万 0.3万 0.3万 0.01万 0.1万 0.02万 0.1万
宮城県

（11施設） （14施設） （24施設）

1.0万 0.1万 0.7万 0.1万 0.2万 0.03万 完了
福島県

（7施設） （20施設） （36施設）

【単位：世帯】


